
スーパーシティ型国家戦略特別区域の指定に関する提案書（抜粋版）

「e-加賀市⺠制度（加賀版 e-Residency）」導⼊による
観光都市「⼤聖寺⼗万⽯」の再興

〜新幹線駅前からはじまるアジャイル型まちづくり〜 加賀市
KAGA CITY

世界の⾼度⼈材が集う先端的なまちづくり

移動最適化都市の実現

脱炭素・RE100を⽬指した強靭かつ持続可能な地域の実現

情報銀⾏を核とした先進的医療サービスの実現

インターネットによる電⼦投票の実現
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・旅館や空き家を活⽤したワーケーション
・法⼈登記の代⾏等のワンストップサービス
・耕作放棄地の可視化と営農情報の提供

・市内交通を連携させたMaaSアプリの導⼊
・最適なデマンド送迎サービス
・ドローンによる物流サービス

・健康データによるフレイル予防とロコモ対策などの健康維持・未病改善
・アプリによる医療健康情報の確認や、遠隔医療相談サービス
・建物OSによる患者及びその家族の通院負担軽減・安⼼感の醸成

・電⼦投票による住⺠等の意向調査
・公職選挙法に基づく電⼦投票

・再エネ収益の再投資による地域循環共⽣圏の確⽴
・ドローン活⽤による⾃然災害・獣害への対応

【海外に向けたターゲット】
・ものづくり産業の外国⼈研修⽣や修了⽣など
・海外友好都市等の⾼度⼈材
・20か国参加のロボレーブグローバル
（国際的なロボットプログラミング⼤会）参加者
・ポルトガル発のデジタルアートコミュニティ「THU」
の実施するクリエイターイベ ント参加者 等

【国内に向けたターゲット】
・市外から訪れるものづくり産業関係者
・⾼度なノウハウ・技術をもつクリエイティブ⼈材
・先端技術実証企業、デジタルワーカー（ワーケーション）等

「ｅ-加賀市⺠制度」を幹とした
加賀市スーパーシティの実現

アジャイル型まちづくり

ｅ-

加
賀
市
⺠
制
度

CO856570
テキストボックス
R3.5.17　地方公共団体のスーパーシティ提案についての国家戦略特区WG委員等によるヒアリング　加賀市提出資料



BIG PAIN / 地域の背景及び課題

中核地
がない
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R2外国人観光客
インバウンド
8万人→ほぼ0

BIG PAIN / 地域の背景及び課題

令和2年: 100万⼈に減少
（令和元年180万⼈）

令和2年: 観光消費額が200億円以上減少

休業中などの廃業旅館予備軍が多数存在

令和2年度：

- 閉館旅館２件
- 無期限休業旅館５件

- 休業旅館１件
- 県内⽣活保護率 ワースト１

The COVID‐19 pandemic shock

400万⼈(S.61)

100万⼈
(R.2)

裾野の広い観光産業が⼤打撃、市域経済は壊滅的な状態！！

加賀市の観光客の推移
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BIG PAIN / 地域の背景及び課題

コンパクト＆ネットワーク
アジャイル型まちづくり

関係⼈⼝
多拠点居住 MaaS DX

スーパー/スマートシティ推進でピンチをチャンスに！！！ 4



Solution: スーパー/スマートシティ推進でピンチをチャンスに！！

2024年

e-加賀市⺠制度（加賀版 e-Residency）
という新たな関係⼈⼝の創出
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加賀市は、いち早くDXを実現し、スーパーシティを推進すると共に、消滅可能性都市
896の市区町村を代表して、ニューノーマル時代の新たな地⽅創⽣モデルを実現する！！



Solution: スーパー/スマートシティ推進でピンチをチャンスに！！

加賀市は全国に先駆けてスマートシティ宣⾔・構想・計画を策定！
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Our Team
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スーパーシティ構想の推進体制
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加賀市スマートシティ推進官⺠連携協議会

市内の
産業団体 加賀市 市内の

市⺠団体

アドバイザリーボード
実証実験企業（随時）

(事務局) 加賀市政策戦略部スマートシティ課

会員

参画 参画

スマートシティ加賀構想
加賀市官⺠データ活⽤推進計画

の推進体制

加賀市

スマートシティ課が中⼼となり、
庁内部署を横断的にカバー

加賀市「スーパーシティ」構想推進体制

PIAの
実施体制

セキュリティ対策の
実施体制

宮元市⻑

リードアーキテクト
東  博暢

サブアーキテクト
丹 康雄

サブアーキテクト
平⼭ 雄太

加賀市⺠

（⾏政サービス）
⽇本電気㈱
ｘＩＤ㈱

（医療・健康）
㈱三井住友銀⾏

（農業）
サグリ㈱

（エネルギー）
北陸電⼒㈱
㈱DK-Power

（都市整備）
清⽔建設㈱

スーパーシティ全体会議

（交通）
㈱MaaS Tech Japan

分野リーダー

事務局
（スマートシティ課）

スマートシティ
フェロー

全体    アドバイス

幹事会 官⺠データ
活⽤検討委員会

推進体制
情報セキュリティポリシー

PIA 影響評価

Y世代

Y世代X世代



加賀スーパーシティの肝は何か？
強調したい先端的サービス、規制改⾰の提案
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e-加賀市⺠制度（加賀版 e-Residency）
デジタル個⼈認証技術でマイナンバーカードや国⺠IDと紐づけた、
法令上の市⺠とは異なる電⼦上の市⺠「e-加賀市⺠」に、
様々な分野で市⺠に準じた⾏政サービスを受けられる仕組みや、
加賀市に来るための動機づけを⾏うなどの、サービスや⽀援の仕組みを構築する。

これにより、「e-加賀市⺠」として国内外の⾼度⼈材が本市を訪れ、
湯治やワーケーション等の⻑期滞留を通して、⽇常的に加賀市に触れる機会を創り、将来的な移
住増加や産業集積を図る。

何故、 e-Residencyを加賀市から始めるのか？

▲武⽥⼤⾂・平井⼤⾂等と宮元市⻑の 議論
“マイナンバーローカルサミット
_20201119YouTubeより

加賀市⺠の
マイナンバーカード申請率
マイナンバーカード交付率

75.7%
64.0%

全国１位（市区）

R3.3.31現在

⽇本最速で政府⽬標を達成します！▲ マイナンバーカード交付率

マイナンバーカードを活⽤した⾏
政サービスの電⼦申請

137⼿続きが可能！

国⺠IDであるマイナンバーを活⽤した仕組みが基本となり、現在我が国で圧倒的No1の交付率を図る
加賀市から開始。全国の地⽅で活⽤できるモデルをスーパーシティで提⽰。
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先端的サービスの概要
「e-加賀市⺠」サービス（加賀版 e-Residency）

課題

解決策

市⺠や消費の市外流出が続いており、⼈⼝減少による消滅可能性都市にも指定されている
移住候補者が地域のコミュニティと交流する機会が少なく、移住者の伸び率も低い

既に市⺠向けに提供しているサービスや、新規サービスをe-加賀市⺠にも提供することで、加賀市の関係⼈⼝を増加させる
更に、加賀市を実際に訪問・移住体験するプログラムを展開し、加賀市での実⽣活体験を提供する

これまでの市⺠・市⺠以外という区分けに加えて「e-加賀市⺠」というカテゴリーを新たに創設し、移住者の増加（⼈⼝増）及
び移住者の事業の展開による産業集積を実現する施策概要

市
⺠
以
外

電
⼦
市
⺠

サービス⼀例
e-Residencyポータル
（独⾃開発）

加賀版 e-Residencyに関する情報を⼀元して管理るポータルサ
イト

引っ越しワンストップサービス
（NTTデータ・mintを活⽤）
法⼈登記への⽀援

加賀市移住時にワンストップで移住⼿続きを完了し、
移住に際するハードルを下げる
外国⼈等が国内で法⼈登記をする際の⽀援

移住検討者向け補助⾦
（LoGoフォーム電⼦申請）

中期・⻑期滞在者向けの宿泊費・移動費補助

MaaSサービス割引提供
（MaaSアプリ）

加賀市内移動時の交通費の割引・無償提供で、
市内を快適に移動できる環境を提供

銀⾏スマート⼝座開設
（地銀と提携）

移住時や法⼈設⽴時の⼝座開設を⼿軽に

市施設無償利⽤
（既存施設予約サービス活⽤）

コワーキングスペースや会議室を無償貸出

⼈材データバンク
（⺠間サービスと提携）

e-加賀市⺠が市内事業者・市⺠向けに講演活動や
スポットコンサルを提供できる形に

スマートチェックイン
（⺠間サービスと提携）

市内旅館・ホテルのチェックイン時の記⼊を不要に

e-加賀市⺠割
（市内事業者と提携）

e-加賀市⺠を⽰す画⾯を⾒せれば割引料⾦で提供

各サービスDB

✓
電⼦申請

申請料⽀払 本⼈確認 ID発⾏希望者募集

ID発⾏のプロセス

申請時に⼊⼒
加賀市が管理

個⼈情報を保存

e-Residency
API

e-加賀市⺠の
ID値、失効情報
等のみを保存

IDを⽤いてデータ連
携・属性情報確認

e-加賀電⼦
住⺠基本台帳

e-Residency
ポータル

ユーザー向け/
管理者向け想定
参照・更新・削除

⾏政サービス

規制緩和
・転⼊届は市町村窓⼝において、対⾯での申請が必要である。移住促進や利便性向上のため、対⾯⼿続きを不要にし、転⼊転出⼿続きのワンストップ化を可能にする。
・空き家売買は相場が安いため、業者にとってメリットが少ない。空き家売買を活性化するため、宅建業法において設定されている報酬上限の緩和を⾏う。
・市⺠または「e-加賀市⺠」を代理して、法⼈登記に関する他の⾏政機関⼜は⾃治体等に対して⼿続き（登記⼿続きなど）を実施可能とする。
・その他、外国⼈等の活⽤に向けた既存の国家戦略特区の特例措置（本編）も活⽤の予定。
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（参考） 5⽉中にプレスリリースを予定

「加賀市版e-Residency（e-加賀市⺠）プログラム」の提供へ

⾏政サービス

⼈⼝、観光客が減少する中、新たな関係⼈⼝
を創出するために、これまでの市⺠・市⺠以外とい
う区分に加え、デジタルIDを活⽤した「加賀市版
e-Residency （e-加賀市⺠）」という区分を
創設し、消滅可能性都市896の市区町村を代
表して、ニューノーマル時代の新たな地⽅創⽣モデ
ルを実現します。

今後も、積極的なＰＲを⾏います︕



先端的サービスの概要
公職選挙インターネット投票サービス

xID API

スマートフォン（投票者クライアント）

xID認証
投票券

読み取り 投票 投票完了

TEEノード TEEノード TEEノード

Anonify GW API

ブロックチェーン

投票受付
Webサーバー

集計者端末

結果確認

投票所投票済み
選挙人名簿ID

インターネット投票のシステム構成図

公職選挙において、スマートフォン等を用いたインターネット投票を実現する。マイナンバーカードにより一人
一票を、ブロックチェーンを用いて投開票の透明性を、秘匿化技術を用いて投票の秘密を担保する。

概要

足腰の不自由な方や、山間部にお住まいの方等、投票所へのアクセスが困難な有権者の投票ハードルを下げる。
開票・集計の作業をデジタルで効率化し、投票運営にかかるコスト・職員の負担を低減する。

期待する効果

投票所とインターネット投票は共存する。インターネット投票では上書き投票を可能とする。両方で投票した場
合、投票所での投票が優先される。

投票方式

⾏政サービス

規制緩和

マイナンバーカードによる個人認証を行うなど、本人性を担保したうえで、電子投票を可能にする規制緩和を行う。 13



新たな規制・制度改⾰の提案
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①提案名 ②具体的な事業の実施内
容

③「②」の事業を実施した場
合に想定される経済的社会
的効果

④「②」の事業の実施を不
可能⼜は困難とさせている
規制等の内容

⑤「④」の規制等の根拠法
令等

⑥「④」及び「⑤」の規制・制
度改⾰のために提案する新
たな措置の内容

加賀市への転入転出
ワンストップサービ
スの実現

「e-加賀市民」に対す
る行政サービスのワン
ストップ化の実現

「e-加賀市民」の多拠
点居住、移住、登記に
係る手続きのワンス
トップ化を実現し、移
住及び創業促進を図る。

住民基本台帳法及び総
務省通達において、転
入届については、市町
村窓口において対面で
の確認を行うことが必
要とされている。

住民基本台帳法第22
条、24条の2、27条
2及び総務省通達

加賀市が新設する「e-
加賀市民」登録した場
合に限り、対面での転
入届提出を不要とする。

「e-加賀市民」及び
移住者に対する空き
家情報提供および販
売促進に係る宅地建
物取引業者への報酬
緩和施策

現地調査等を要する空
き家の売買に関する調
査報酬の上限規制の緩
和による空き家の流通
促進
加賀市においても、宅
地建物取引事業者との
連携して、居住等に関
するより充実した情報
提供と、引っ越し等に
関するワンストップ
サービスを提供する

観光地としての景観向
上及び市外からの多拠
点居住者、移住者の呼
び込み促進
市外の者においては、
加賀市の市内の物件の
調査等が困難であり、
居住地を選択しにくい
課題を解決する

宅建業法において、現
地調査等を要する空き
家の売買に関する報酬
の上限が規定されてい
るが、現地調査等に要
する費用が高額で、実
際に得られる報酬が少
なくなるケース（18
万円が限度）が多く、
空き家に関する業務を
実施するインセンティ
ブが不動産業者に働き
にくい。

宅地建物取引業法４６
条第１項、地
建物取引業者が宅地又
は建物の売買等に関し
て受けることができる
報酬の額（国交省告
示）第７

特に重要とされる地区
（山代・山中・片山津
の各温泉地区）に立地
し、空き家バンクに登
録された空き家につい
ては、認定区域内に所
在し、「e-加賀市民」
及び移住者に対して移
住等のサービスを提供
する宅地建物取引事業
者の認定業務に関する
報酬上限を一定の範囲
（最大現状の2倍ま
で）で緩和する。

Ⅱ②「広範かつ⼤胆な規制・制度改⾰の提案」に関する事項



新たな規制・制度改⾰の提案
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①提案名 ②具体的な事業の実施内
容

③「②」の事業を実施した
場合に想定される経済的
社会的効果

④「②」の事業の実施を不
可能⼜は困難とさせている
規制等の内容

⑤「④」の規制等の根拠法
令等

⑥「④」及び「⑤」の規制・
制度改⾰のために提案する
新たな措置の内容

市民及び「e-加賀市
民」に向けた法人設立
の推進

市民及び「e-加賀市
民」に対する法人登記
サービスのワンストッ
プ化の実現
加賀市が、英語他の多
言語で、押印等を求め
る書面の作成を求める
ことなく、利用者から
見てオンライン完結で
の登記申請を行う。

市民及び「e-加賀市
民」の法人登記に係る
手続きをワンストップ
化を実現し、産業振興
を図り、もって、関係
人口増加を図る。
設立後には、加賀市が
外国語対応等を行うほ
か、法人設立後のサー
ビスについては、地元
の司法書士、行政書士
との連携も図り、最終
的に関連士業等の業務
増加も図る。

法人設立事務等の行政
サービスがオンライン
ワンストップ化してい
るとは言えず、多拠点
および移住の促進につ
ながらない。

商業登記法 第14条 市民または「e-加賀
市民」の法人設立に際
して、地方公共団体が
窓口として、外国語及
びオンラインでの申請
内容の受領を行い、地
方公共団体の委嘱登記
の方法により、法人登
記に関する他の行政機
関又は自治体等に対し
て手続き（登記手続き
など）を実施可能とす
る。

公職選挙における電子
投票の実現

・市民が投票所に行か
ずに投票できる仕組み
の構築
なお、電子投票を推進
するが投票所での開票
も並行して認める想定。
・2025年の加賀市長
及び加賀市議会議員選
挙から実施する。

投票所へ行き、投票を
行うという市民のコス
トを削減でき、選挙の
投票率の向上を図る。

公職選挙法により、投
票所での投票や投票用
紙を交付し、候補者の
氏名を記入するなど、
電子申請ができない記
述となっている。

公職選挙法における投
開票に関連する規定全
般（新設含む）。同法
第38条、44条、45
条、46条1項～3項等
が関連する。

マイナンバーカードに
よる個人認証を行うな
ど、本人性を担保した
うえで、電子投票を可
能にする規制緩和を行
う。

Ⅱ②「広範かつ⼤胆な規制・制度改⾰の提案」に関する事項



アジャイル型まちづくり

【対象区域】加賀市全域及び北陸新幹線加賀温泉駅周辺

規制緩和
・都市計画税は充当先が限定されている⽬的税であるため、都市OSに関する経費への充当を可能にする規制緩和。
・まちづくり補助制度はハード中⼼の制度なっているため、都市OSを補助対象とする規制緩和。
・補助事業等において⽣じた財産（駅前駐⾞場を想定）は、完成後（取得後）、⼀定期間を経過しないと処分することができない。状況に応じた都市整備を可能に
するため、財産処分の要件の緩和を⾏う。

【現状の加賀新幹線駅舎・駅前⼯事】

コロナ禍による⼈々のライフスタイルの変容やMaaSの推進により、現⾏の都市計画に沿った新幹線駅前開発
は、MaaSやスマートシティ社会を前提としたものからは乖離。

スーパーシティ構想を通じ、他分野からのデータを収集し、データを活⽤しながら新幹線駅前から市⺠や「e‐加賀市⺠」に最適化
されたまちづくりを段階的に進める「アジャイル型まちづくり」を提案

Pain

Solution

加賀温泉駅前広場にセンサー・カメラ等を設置し、駐⾞場の利⽤状況や広場内の⼈流、近隣の医療センターや各種商業施設の利⽤
状況などの各種データを取得し、デジタルツインを活⽤した最適な整備計画を策定する。また、計画の決定にあたっては、インター
ネット投票による意向調査等を実施

Action

16



新たな規制・制度改⾰の提案
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①提案名 ②具体的な事業の実施内
容

③「②」の事業を実施した
場合に想定される経済的
社会的効果

④「②」の事業の実施を不
可能⼜は困難とさせている
規制等の内容

⑤「④」の規制等の根拠法
令等

⑥「④」及び「⑤」の規制・
制度改⾰のために提案する
新たな措置の内容

次世代型まちづくり
のための都市計画制
度等の改革
（P.4の「アジャイル
型まちづくり」に適
応）

加賀温泉駅前におけ
る都市OS（デジタル
ツイン基盤）の持続
的運営向けた財源確
保と、これによるア
ジャイル都市開発の
実現

都市OS（データ連携
基盤）の財源（地方
税関係）を確保し、
データを利用した次
世代型まちづくりの
推進

都市計画税は、使途
を限定された目的税
となっており、今後
のスマートシティに
対応した都市計画で
重要となる都市OSに
充当できない。

地方税法第702条、
都市計画法第４条第
15項 等

都市OSの整備を都市
計画事業として位置
づける、又は地方税
法の改正などにより、
都市OSに対する都市
計画税の充当を可能
とする。

次世代型まちづくりのため
の都市計画制度等の改
⾰
（P.4の「アジャイル
型まちづくり」に適
応）

加賀温泉駅前における
都市OS（デジタルツイン
基盤）の持続的運営向
けた財源確保と、これに
よるアジャイル都市開発
の実現

都市OS（データ連携基
盤）の財源（交付⾦関
係）を確保し、データを
利⽤した次世代型まちづ
くりの推進

現⾏のまちづくりの補助
制度はハード中⼼となっ
ており、今後の都市計画
で重要となる都市OSへ
の⽀援は不⼗分であり、
スマートシティに対応した
都市計画制度に対応し
ていない。

都市再⽣特別措置法
第46条、47条、社会資
本整備総合交付⾦要
綱 等

都市再⽣特別措置法
等の改正により、都市再
⽣整備計画に都市OS
の整備を記載できることと
するとともに、社会資本
整備総合交付⾦等の補
助対象に追加する。

柔軟なまちづくりの
ための財産処分承認
の緩和
（P.4の「アジャイル
型まちづくり」に適
応）

スーパーシティに関
するMaaS等の事業の
進展に伴った、補助
事業により整備を
行っている加賀温泉
駅前広場の整備内容
の柔軟な変更を実現
する。

業態を横断したMaaS
の実装状況や、各種
施設や道路の利用状
況及び駅の乗降客に
関するデータ、都市
OSを利用した都市整
備の変更を可能にし、
都市の最適な利用を
促すことができる。

各補助金等交付規則
により、補助事業等
により生じた財産に
対して、処分制限期
間が定められており、
交通環境等が変化し
ても、整備方針を変
更できず、アジャイ
ル都市開発ができな
い。

都市局所管補助事業
等に係る財産処分承
認基準について
2申請手続の特例（包
括承認）(1)①

スーパーシティ事業
計画が認定された場
合に限り、計画で記
載された範囲で補助
事業等により取得し
た財産について、補
助金の返還なく変更
を認め、柔軟な財産
形状の変更を実現す
る。

Ⅱ②「広範かつ⼤胆な規制・制度改⾰の提案」に関する事項



注⽬すべき先端的サービスとは
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加賀市
医療センター

（出所）Google MAP航空写真：加賀市駅前周辺

新幹線駅前からはじめるアジャイル型まちづくりの関連先端サービス
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先端的サービスの概要
加賀市版MaaSアプリ及びMaaSコントローラサービス（交通版EBPM）

①MaaSアプリ導⼊
⇒利便性の⾼いMaaSアプリ及び外部サービス連携を⾏い、移動の課題解決を⾏う

②モビリティデータ連携基盤の構築とMaaSコントローラの導⼊（交通版EBPM）
⇒モビリティ系データを収集し、施策に対して定量的な効果測定と適切な施策執⾏を⾏えるツールを導⼊する

③モビリティサービス追加・改善
⇒ユーザニーズに合わせて柔軟にモビリティサービスを構築する

④遊休資産活⽤
⇒空いている旅館バスや産業⽤⾞両などの産業⽤遊休資産⾞両を地域公共交通に適⽤していく

⑤MaaSオペレーター事業
⇒複数のモビリティサービスを統合し効率化と利便性向上を⽬的とした事業を構築する

課題
①観光産業が主要産業でありながらも観光産業の収益性が低下している
②送迎に時間が取られ⼦育てと就労の両⽴がしにくいことから若年⼥性の雇⽤割合減少と⼦育て世帯の市外流出が⼤きい
③⾼齢化が進み、ユーザが⾃家⽤⾞免許返納後の⾼齢者の移動の⾜が担保されない懸念
④公共交通/タクシーの事業性が低下しているため、分割したサービスを統合しMaaSによる地域交通再編の必要性がある
⑤ワーケーション等新しい⽣活様式において移動利便性の⾼い地域を実現し関係⼈⼝を増やす必要がある

規制緩和
・ 有償での⾃家⽤⾞のレンタル化を⾏うため、レンタカー業の認可特例や⼀定条件下（ICT活⽤による運⾏管理や特定の講習等）での免許の要件緩和、⾞両の
登録変更の特例を設定し、温泉旅館等が保有するマイクロバスなどの遊休資産の活⽤を促す。

・ バス事業者、タクシー事業者、旅館事業者等のモビリティサービス事業者間における包括的な共同運⾏制度の導⼊に対する独占禁⽌法の適⽤除外

交 通



加賀市MaaS推進事業ロードマップ ー公共交通⾰命の実現ー を策定
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新たな規制・制度改⾰の提案
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①提案名 ②具体的な事業の実施内
容

③「②」の事業を実施した
場合に想定される経済的
社会的効果

④「②」の事業の実施を不
可能⼜は困難とさせている
規制等の内容

⑤「④」の規制等の根拠法
令等

⑥「④」及び「⑤」の規制・
制度改⾰のために提案する
新たな措置の内容

旅館等が保有するマ
イクロバスなどの産
業用遊休資産車両の
活用促進

・温泉旅館や福祉施
設等が保有する自家
用マイクロバスを貸
し出し、活用する。
温泉旅館が保有する
自家用マイクロバス
（定員29名以下）の
地域交通課題解決に
向けた貸し出し活用
を図る。
貸し出された車両は、
タクシー事業者など
の交通事業者により
運航管理されること
等を想定。
※対象車両は、「中
型（車両総重量8t以
下、～10人乗）」、
「中型（車両総重量
8t超、11～29人
乗）」のいずれも想
定。
・地域での運送につ
いて、交通事業者も
含めて車両の活用が
図れていない状況の
解消を図る事業

・市民や観光客に
とって、移動不便が
縮小される。
交通事業者にとって、
新たな車両購入をせ
ずに、旅客能力増を
実現できる一方で、
温泉旅館にとって、
遊休資産活用による
料金回収が見込める。

・旅館等で長期に渡
り、優良な運転を継
続的に行っているこ
とを客観的に証明で
きる者を、旅館等の
事業に限定せず、タ
クシーバスの交通事
業者の監督下におい
て、一種免許での運
転を可能とすること
で、地元の雇用促進
にもつながる。

①自家用自動車有償貸渡
（レンタカー）事業の許可
が無い温泉旅館は、有償で
の車両貸し出しができない。

②白ナンバー（自家用）車
での有償で一般旅客自動車
運送事業を行うことはでき
ず、緑ナンバー（事業用）
車に登録変更する必要があ
る。（有償での貨物自動車
運送事業での活用する場合
でも同様の問題あり。）
万一、正しい車両登録と
なっていない場合、自賠責
保険や任意保険のスムーズ
な適用に支障をきたし（車
種に合わせた正しい保険料
になっていないなど）、被
害者救済面で問題が生じる
恐れ。

③有償での旅客運送事業を
行う場合、29人乗りマイ
クロバスの場合、中型二種
免許の保有者に限られる。
（中型一種の旅館ドライ
バーや、普通二種のタク
シードライバーの転用活用
が困難。）

①道路運送法第80条
第1項

②道路運送５条、６
条等に定められる一
般旅客自動車運送事
業に関する体制整備
等に関する条項への
抵触（貨物自動車運
送事業の場合には貨
物自動車運送事業法
３条、４条等）

③道路交通法第86条

①スーパーシティ計画
で認定された区域で、
レンタカー事業の許可
なく、有償での車両貸
し出しを可能とする特
例の設定。

②スーパーシティ計画
で認定された区域で、
白ナンバーのままでの
営業を可能とし、保険
適用時にも支障をきた
さない措置の設定。

③一定期間、例えば旅
館等での稼働証明に加
え、5年間無事故の公
的記録による証明が可
能な旅館ドライバーで
あることや、ドラレコ
などICT活用による運
行管理や、特定の講習
受講など、一定条件ク
リアすることで、中型
一種や普通二種のドラ
イバーでも運転可能と
する特例措置の設定。

Ⅱ②「広範かつ⼤胆な規制・制度改⾰の提案」に関する事項



新たな規制・制度改⾰の提案
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①提案名 ②具体的な事業の実施内
容

③「②」の事業を実施した
場合に想定される経済的
社会的効果

④「②」の事業の実施を不
可能⼜は困難とさせている
規制等の内容

⑤「④」の規制等の根拠法
令等

⑥「④」及び「⑤」の規制・
制度改⾰のために提案する
新たな措置の内容

モビリティサービス事業者
間における包括的な共
同運⾏制度の導⼊

旅館バスやドライバーなど
遊休資産の活⽤の際の
運⾏責任やサービス主体
をバス・タクシー事業者と
することによる安全性を担
保しつつ、地域の移動全
体を包括的にマネジメン
トする仕組みを実装する。

共同運⾏による公共交
通サービスとしての質を落
とさずに、全体のコストダ
ウン効果が図れることから
地域交通の事業性が改
善される

バス事業者及び鉄道等
の公共交通事業者につ
いては、独占禁⽌法の適
⽤除外の整備がされてい
るが、バスとタクシーを跨ぐ
連携にはカルテル規制の
適⽤除外の整備がされて
いない。

独占禁⽌法第３条
並びに地域における⼀般
乗合旅客⾃動⾞運送事
業及び銀⾏業に係る基
盤的なサービスの提供の
維持を図るための私的独
占の禁⽌及び公正取引
の確保に関する法律の
特例に関する法律第9
条

スーパーシティの事業申
請において認定された範
囲において、タクシー事業
者も含めた共同⾏為に
対する独占禁⽌法の適
⽤除外

Ⅱ②「広範かつ⼤胆な規制・制度改⾰の提案」に関する事項



『医療施設』基幹ネットワークを利⽤、柔軟なプラットフォームを実現
医療系（電⼦カルテ等）や事務系へ影響を与えずに
別系統で各種業務をサポートする機能や患者の利便性を提供する機能に特化したネットワークを簡易に構築します。

他拠点病院、クリニック
…将来構想…

建物OS DX-Core

建物OS
DX-Core

建物OS DX-Coreクラウド
「設備」「ヒト（医療スタッフ・患者）」「医療機器」の稼働データ等のビックデータとして蓄積

AI 感染リスク検知遠隔医療対応患者みまもりサービスマルチタスクモビリティ

基幹ネットワーク

マルチタスク・モビリティ
  （⾃動運転技術）

・警備＆案内ロボット
・マルチ⾔語対応
・⾃動搬送ロボット（検体・医薬備品搬送）

患者みまもりサービス
・クラウドカメラ検知
・患者親族が院外からのモニタリング
・看護師が携帯端末でのモニタリング

遠隔医療対応
・ゴーグルを利⽤しないVRシステム構築
・臨場感のあるカンファレンスを実現

AI感染リスク検知
・顔認証+体温検知による
個⼈識別・アラート

・⼀定の⼈以上の検知（密集判定）
・密接判定
・発熱・密集状態の可視化

医療従事者 患者ビル管理者 来訪者

医療従事者 患者ビル管理者 来訪者

医療従事者 患者ビル管理者 来訪者

先端的サービスの概要
加賀市医療センターへの建物OS（DX-Core）導⼊による医療周辺と施設情報連携によるサービス
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予約情報のみ電⼦カルテ
・いつどこでだれが診療をうけた、うける予定
・⾯会に来た、⾯会予定

建
物

O
S

D
X-

Co
re

・診療予約と連動した電⾞・バスナビ
・⾃動チェックイン→検査・診療場所案内
・⾃動会計後、⾃宅近くの薬局、診療所案内

業務⽀援ロボット
・ロボットのバリアフリー化
・搬送ロボット（院内物流）

デジタルデバイスの活⽤
・カメラによる混雑や発熱の検知
・離院を感知し看護部や警備にアラート
・AI化を⾒据えた⼈流や⾞のデータ蓄積

中央監視設備
・混雑状況（予測）を加味した
空調・照明の最適制御（省エネ・快適）

サイネージ
・市⺠健康講座などの案内
・都市OSから交通情報をもらって表⽰

加賀医療センター

ELV･⾃動ドア
連携

建物設備
⾃動ドア･ELV･⼊退室

空調･照明･各種センサーなど

ELV･⾃動ドア
連携

医療従事者 患者ビル管理者 来訪者

都市整備
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 プライマリ・ケア(総合診
療医)の機能を提供

 夜間等においても、気軽に
診療前の医療相談を⾏える

 産後や育児についての相談
も受け付ける

 待合順番通知や後払い機能
により、通院負担を軽減

 医療データがスマホで管理
でき、家族や他の医療機関
と共有できる

 交通機関とも連携

 既存のけん診に加え、脳機
能(BHQ)や⾻量等の定期的
な計測を⾏いデータ化する

 データは可視化すると共に、
家族や⾃治体と共有し、介
⼊・⽀援を⾏う

情報銀⾏
⾃分のデータを

収集・蓄積

遠隔医療相談
アプリで24時間365⽇

気軽に医療相談

医療機関
アプリで待ち時間削減
医療データを情報銀⾏

に連携

⾃治体けん診
健診・検診の結果

データを情報銀⾏を
通じて市⺠に還元

脳ドック受診時に、
脳機能の客観的指標

として国際標準に承認
されたBHQ※を計測

(※ 内閣府ImPACT
⼭川プログラム)スマートホーム

電⼒消費データ等
により⽣活環境や
健康状態を計測

⾃助：本⼈の努⼒
健康の維持・改善
状況の可視化が、
モチベーションに

共助：家族の応援
離れて暮していても
家族の病状や健康を
気遣い、助け合う

公助：介⼊・⽀援
データに基づいて

本当に必要な⼈から
順番に介⼊・⽀援

遠隔医療相談によるセルフ
メディケーション推進

デジタル化による通院負担
軽減と医療データ⾃⼰管理

新しい技術を活⽤した
フレイル予防とロコモ対策

医療相談
医療データの連携

医療データの共有

環
境
等
デ
ổ
タ
の
連
携

け
ん
診
デ
ổ
タ
の
連
携

⽬指すもの・⽬標 ⽬標を達成する為の仕組み・データの流れ

⾃⼰管理、本⼈同意に基づく共有・第三者提供

先端的サービスの概要
情報銀⾏を核とした先進的医療サービス

25

健康・医療



個⼈情報保護・プライバシー対応
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加賀市のスマートシティ推進におけるデータ利活⽤指針

既に加賀市では「スマートシティ加賀構想/加賀市官⺠データ活⽤推進計画2019」におい
て、「加賀市官⺠データ利活⽤ 6つの基本⽅針」を策定しており、スマートシティ推進にあ
たり当初からプライバシーおよびセキュリティ対応について市としての考え⽅について⾔
及している。

27



PIA実施⼿順概要（案）
•プライバシーリスクが事業ごとに異なると想定されるため段階的に評価対象を選別し、評価を実施する。

詳細PIAか︖

PIA対象か︖

開始

終了

予備評価

詳細評価 簡易評価

No

Yes

Yes No

実施⼿順 対象・基準等

• 選定された全事業者の提案書

• 「個⼈に関する情報」（※）を取扱う⼜は取得し得る
事業

【詳細PIA】
• プライバシーリスクが⾼い⼜は市⺠の受容性が低いこと

が想定される事業

【簡易PIA】
• 上記以外

評価項⽬ 活⽤

⼤項⽬ 中項⽬ ⼩項⽬ 内容 予備評価
対象

PIA対象
選別

詳細評価
選別

基本情報
- 事業の⽬的 （インプット） （インプット） （インプット）

事業スキーム
利⽤者・サービス提供者等 （インプット） （インプット） （インプット）
システム構成 （インプット） （インプット） （インプット）

個⼈情報の
取扱い評価

全般
個⼈に関する情報の取扱い有無 有、無（恐れあり、なし） 〇 有

無（恐れあり） -

個⼈情報の取扱い有無 有、無 〇 - 有

当該事業者

適⽤される法令 有、無 〇 - -
取得する個⼈に関する情報の種別 個⼈情報、機微情報、

統計情報、匿名加⼯情報
等

〇 - 個⼈情報・
機微情報提供する個⼈に関する情報の種別 〇 -

データベースによる処理の有無 有、無 〇 - 有

連携先事業者

適⽤される法令
連携する

事業がある
場合

連携する
事業がある

場合

連携する
事業がある

場合、
当該事業者同様

取得する個⼈に関する情報の種別 個⼈情報、機微情報、
統計情報、匿名加⼯情報
等提供する個⼈に関する情報の種別

データベースによる処理の有無 有、無

受容性 受容性 市⺠の受容性の予測 １〜５段階 〇 - 〇

加賀市において、スーパー/スマートシティの実証・実装にあたり、あらかじめプライバシーリスクを
分析し、適切な⼿段を講ずると共に、市⺠の理解を得ることを⽬的として、プライバシー影響評価
（PIA）を実施する。また、スマートフォン活⽤サービスにおいてもプライバシーに配慮する。

スマートフォン活⽤についてのプライバシー対応
総務省スマートフォンプライバシーイニシアティブを参考に

28



【参考】
令和3年3⽉に「個⼈情報を扱う際のプライバシーポリシー作成と提出要請の試案（ＰＩＡ実施におけ
る資料、および個⼈情報収集、利活⽤に関する市⺠関与）」および「スマートシティ加賀情報セキュ
リティ基本⽅針（案）」を策定

29



スーパーシティ構想の推進体制/PIA実施体制
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スマートシティ加賀構想 加賀市官⺠データ活⽤推進計画の推進体制

政策戦略部⻑
（情報政策担当部⻑）

政策戦略部⻑
（情報政策担当部⻑）

各部局⻑、⽀所⻑各部局⻑、⽀所⻑

企
画
調
整
チ
ổ
ム

︵
全
体
調
整
・
計
画
作
成
︶

企
画
調
整
チ
ổ
ム

︵
全
体
調
整
・
計
画
作
成
︶

加賀市⻑加賀市⻑

副市⻑
CISO（最⾼情報セキュリティ責任者）

副市⻑
CISO（最⾼情報セキュリティ責任者）

スマートシティ課スマートシティ課

全庁の関係課
（先端サービスの社会実装）

全庁の関係課
（先端サービスの社会実装）

ＣＤＯ
（最⾼デジタル責任者）

※外部⼈材を登⽤

ＣＤＯ
（最⾼デジタル責任者）

※外部⼈材を登⽤

地
域
デ
ジ
タ
ル
チ
ổ
ム

︵
地
域
へ
の
サ
ổ
ビ
ス
導
⼊
︶

地
域
デ
ジ
タ
ル
チ
ổ
ム

︵
地
域
へ
の
サ
ổ
ビ
ス
導
⼊
︶

⾏
政
デ
ジ
タ
ル
チ
ổ
ム

︵
⾏
政
へ
の
サ
ổ
ビ
ス
導
⼊
︶

⾏
政
デ
ジ
タ
ル
チ
ổ
ム

︵
⾏
政
へ
の
サ
ổ
ビ
ス
導
⼊
︶

シ
テ
ỻ
プ
ロ
モ
ổ
シ
ἂ
ン
チ
ổ
ム

︵
情
報
発
信
・
広
報
︶

シ
テ
ỻ
プ
ロ
モ
ổ
シ
ἂ
ン
チ
ổ
ム

︵
情
報
発
信
・
広
報
︶

⼈
⼝
対
策
チ
ổ
ム

︵
移
住
・
定
住
・

-

加
賀
市
⺠
︶

⼈
⼝
対
策
チ
ổ
ム

︵
移
住
・
定
住
・

-

加
賀
市
⺠
︶

加賀市⻑加賀市⻑

副市⻑
CPO （最⾼個⼈情報責任者）

副市⻑
CPO （最⾼個⼈情報責任者）

PIA対応チーム
政策戦略部スマートシティ課

PIA対応チーム
政策戦略部スマートシティ課

PIA実施チーム
構成員：有識者
PIA実施チーム
構成員：有識者

実施依頼 意⾒提出

利⽤者
市⺠

公開

意⾒提出

改善等
指⽰

市内団体
公募市⺠

事業者

PIA実施体制

ヒアリング
の実施

e



情報セキュリティ委員会

統括情報セキュリティ責任者
（情報政策担当部⻑）

政策戦略部⻑

統括情報セキュリティ責任者
（情報政策担当部⻑）

政策戦略部⻑

情報セキュリティ責任者
（部局⻑、⽀所⻑）

情報セキュリティ責任者
（部局⻑、⽀所⻑）

情報セキュリティ管理者
（部局 次⻑、課⻑、室⻑）

情報セキュリティ管理者
（部局 次⻑、課⻑、室⻑）

情報セキュリティ責任者
（部局⻑、⽀所⻑）

情報セキュリティ責任者
（部局⻑、⽀所⻑）

情報システム担当者
（各システム担当者）

※所管のシステムがある場合

情報システム担当者
（各システム担当者）

※所管のシステムがある場合

（加賀市⻑）（加賀市⻑）

最⾼情報セキュリティ責任者
CISO（副市⻑）

最⾼情報セキュリティ責任者
CISO（副市⻑）

最⾼情報セキュリティ
アドバイザー（未定）
最⾼情報セキュリティ
アドバイザー（未定）

監査実施体制SOC
（Security Operation Center）

SOC
（Security Operation Center）

情報セキュリティ管理者
（部局 次⻑、課⻑、室⻑）

情報セキュリティ管理者
（部局 次⻑、課⻑、室⻑）

情報システム担当者
（各システム担当者）

※所管のシステムがある場合

情報システム担当者
（各システム担当者）

※所管のシステムがある場合

情報セキュリティ管理者
（部局 次⻑、課⻑、室⻑）

情報セキュリティ管理者
（部局 次⻑、課⻑、室⻑）

PIA実施体制PIA実施体制

最⾼情報セキュリティ監査
総括責任者（未定）

最⾼情報セキュリティ監査
総括責任者（未定）

CSIRT※

・・・

課職員課職員

課職員課職員

・・・

委託契約

情報セキュリティ責任者
（部局⻑、⽀所⻑）

情報セキュリティ責任者
（部局⻑、⽀所⻑） ・・・

・・・

外部委託事業者
※委託契約により

セキュリティポリシーを遵守

外部委託事業者
※委託契約により

セキュリティポリシーを遵守

※ CSIRT（Computer Security Incident Response Team）
： 情報セキュリティ・インシデント対応チーム
情報セキュリティインシデントが発⽣した際に、発⽣事案を正確に把握し、

被害拡⼤防⽌、復旧、再発防⽌等を迅速かつ的確に⾏うことを可能にするため
の機能を有する体制

加賀市の情報セキュリティ体制
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スーパーシティ構想の推進体制/情報セキュリティ体制



これらを実現する
加賀市スーパーシティアーキテクチャ

データ連携基盤は？
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デ
ー
タ
連
携
基
盤

先端
サービス
（システム）

Portal /マイナンバー/ ID認証

法人向け 市民/仮想市民向け 行政向けターゲット

ナビゲーション
サービス

ヘルスケア
サービス

営農
サービス

混雑予測
サービス

モビリティ
サービス

メディカル
サービス

ドローン
サービス

キャッシュレス
サービス

都市計画建物管理
サービス

清掃/警備
サービス

見守り
サービス

防犯・防災
サービス

各種調査
政策企画

ロボット/AI管理
システム

エリア エリア内サービス（街区・建物レベル） エリア連携サービス（市域全域・地区レベル）

建物管理
システム

混雑予測
AIシステム

MaaSシステム
AI運行システム

防犯・防災・見守り
システム

医療
システム

PHR
システム

農業DX
システム

金融システム
各種行政
システム

道路管理

道路管理
システム

エネルギー
サービス

エネルギー
管理システム

加賀都市OS（加賀市・分野間データ連携基盤）

MaaSデータ統合基盤
(TraISARE)

MaaSコントローラーDX-Core クラウド

建物OS DX-Core

OS DX-Core Light

外
部
連
携

API

City Context Information Management Layer
Context Broker

C-KAN

データAPI
マネジメント

NGSI

IoT, 3rd Party インターフェース

オプトインアウト機能

個人情報管理

情報銀行

PDS

ネット
ワーク

データ

【各社個別】 システム機能 ・ 個別機能（EMPM/BIツール等） ・ 外部連携機能 ・データビジュアライゼーションツール

加賀スーパーシティのアーキテクチャー（概要図）

電⼦住⺠台帳 外部連携API

スーパーシティ加賀
デジタルツイン基盤

（加賀市・空間情報処理基盤）

３次元地図データ連携基盤等

三次元地理空間情報DB

三次元地図台帳DB運⾏情報
混雑
情報

⽬的地
DB

運⾏
情報

⾞両
情報

Public/Local 5G, Beyond 5G Wi‐Fi 6 / Wi‐Fi HaLow Wi‐Fi HaLow によるMCA跡地活⽤＊1 Singe Pair Ethernet Power Line Communication
＊1 2021年度から⾼度MCAへの移⾏が開始されたことに対し、その跡地活⽤として本件提案に係るWi‐Fi HaLowの先⾏使⽤に向け802.11ah推進協議会と協⼒体制等を構築
中。

⾏政
情報

施設
データ

２D・３D
地図

道路
マップ

医療
機関

農地
データ

観光
拠点

電⼦
カルテ

医師
登録

検診情報加賀ベースレジストリ

マイナンバー認証

外
部
連
携

API

外部連携API
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デジタルツイン基盤

農機
データ

⽣育
状況

農業 エネルギー

地
域
再
⽣
エ
ネ
ル
ギ
ổ

統
合
管
理︵
Ｓ
Ｐ
Ｃ
︶

EMS

設備
リスト

発電
量

電⼒
使⽤量

データ提供

住民、 地域事業者（旅館、農業、等）

先
端
的
サ
ー
ビ
ス

デ
ー
タ
連
携
基
盤

デ
ー
タ
提
供

イ
ン
フ
ラ

ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
ア
セ
ッ
ト

行政・政策
他都市、デー
タ利活用企業

情
報
サ
ー
ビ
ス

オープンデータ
ポータル

市オペレーション
管理センター

開発者サイト
（実証環境）

⾏政サービスアプリ

電
⼦
投
票

在
宅
⾏
政
⼿
続

加賀市都市OS
（加賀市・分野横断データ連携基盤）

電⼦⾏政サービス
市庁システム

e-

加
賀
市
⺠
登
録

住⺠
情報

河川
データ

旅客
情報

イベント
情報

気象
データ

税収
情報

BI、KPI分析

ダッシュボード

CKAN認証・取引

APIカタログ

通
院
効
率
化
・
医
療

情
報
ス
マ
ホ
管
理

遠
隔
プ
ラ
イ
マ
リ
ケ
ア

電⼦
カルテ

認
知
症
・
フ
レ
イ
ル
予
防

情報銀⾏︖

医療アプリ

遠隔医療
システム

情報銀⾏

医師
登録

医療⾏政
地域MaaSアプリ

観
光
者
回
遊

乗
合
移
動

物
品
配
達

受注・⽀払い

MaaSサービス
システム

ID管理

⾞両⼿配⾞両⼿配

経路最適化

交通

⾞両
位置

送迎
⾞両時刻表

路線

データ仲介機能 アクセス管理機能

データ変換機能

API API

マイナ認証
公的認証基盤

ライフ
ログ シェア

ライド
混雑
情報

動的データ 加賀市管理領域 ⺠間企業管理領域

個⼈認証アプリ マイナ認証

凡例
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電⼦加賀
住⺠台帳

LG-WAN

アジャイル型
都市計画

データ処理機能

データ連携基盤のシステム構成図

農
地
調
査
の
デ
ジ
タ
ル
把
握

デ
ổ
タ
駆
動
型
農
業
実
現
の
た
め
の
営
農
管
理

⾏政
情報

施設
データ

２D・３D
地図

道路
マップ

医療
機関

農地
データ

観光
拠点

加賀ベースレジストリ 検診情報

PDS
加賀市・空間情報処理基盤

データ品質を維持

システム構成図



持続可能なまちづくりであるか？
スーパーシティ・ファイナンス
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36

加賀市では、「スマートシティ加賀推進計画」を2020年３⽉に策定し、スマートシティの財政運営の
指針およびスマートシティのソーシャルインパクト評価の考え⽅を整理している。



オープンデータの推進
ベースレジストリ整備
データ品質フレームワーク構築

データ連携基盤（OS等）
API接続

どのような社会を
実現する為に

37

【基本財源】
I/R︓PF利⽤ﾌｨｰ
I/R︓ｻｰﾋﾞｽﾌｨｰ
I/R︓販促費・⾏政負担
R:BID的資⾦
I/R︓会費・公⺠負担⾦
I/R︓地域団体負担
I/R︓⾏政負担

（単年度、SIB）

【付加的財源】
I/R︓駐⾞場・広告等
I︓クラウドファンディング
I:ESG投資
I︓TIF的資⾦(⾏政)
I/R︓企業版ふるさと納税
R:シュタットベルケ
R:包括指定管理 等

ソーシャルインパクトを
最大化し再投資するか

誰が何に
投資をし

どのような受益の連鎖が起こり

37

スマートシティのソーシャルインパクト評価の考え⽅
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インプット
（活動のための投⼊物）

Sagriの活動
（インプットの使途）

アウトプット
（活動の結果）

アウトカム
（直接受益者に現れる変化＋間接受益者に現れる変化）

加賀市との連携
協定に基づく

補助⾦

 資⾦

 モノ・場所

 ⼈材

無償で提供されてい
るが、⾦銭価値とし
て表現できるモノ

無償で提供されてい
るが、⾦銭価値とし
て表現できるモノ

耕作放棄地を
⾒える化するサービス
（ACTABA）を提

供する

ACTABAデータを農
業情報公開システム

に連携する

農地利⽤状況（耕作放
棄地）のビジュアルデータ
直接受益者︓農業委員会

農地別の作物と
各収量データ
（⾃動収集）

直接受益者︓農業委員会

農地別に作物
把握デジタル化する

農地別に追肥タイミング
や稲の倒伏リスクの情報
を農家に提供できる

各農地の収量が増
加する

間接受益者︓農家 農業委員会、農家等へのヒアリング
によるシナリオ強化要

 留意事項

⽬視確認が必要な農地
を絞り込める

⽬視確認が必要ない農
地については農業情報
公開システムに農地利
⽤状況を⾃動的に⼊⼒
できる  ただし初年度はACTABAから取得した情報

と昨年までの情報の突合作業が必要

農地パトロールの⼈数と
⽇数を削減できる

（タブレット利⽤により）
調査票からシステムへの
⼿⼊⼒の時間を削減で
きる

農業利⽤調査のための
残業時間・⼈数を削減
できる

農業者の紙媒体での申
請と、地域農業再⽣協
議会での申請内容確認
の作業を削減できる

地域農業再⽣協議会が
現地調査すべき農業
者・農地を絞り込む

集約可能/転⽤可能な
農地をビジュアルで把握
する

農地転⽤計画を⽴てる・
修正する時間数を削減
できる

農地を活⽤したい⺠間
事業者との協議がしやす
くなる
間接受益者︓不動産業
者︖

交付⾦・補助⾦の内、
⼈件費に充てている費

⽤が削減できる
他の事業推進に⼯数・
予算を使うことができる

空き家の特定
直接受益者︓加賀市

⽬視確認が必要な空き
家を絞り込める

空き家の現地確認に必
要な⼈数と⽇数を削減
できる

空き家状況調査のため
の業務時間・⼈数を削
減できる

【農地利⽤状況調査】

【空き家状況調査】今回の実証対象外
• トラジェクトリーとSagri

の協業については今後
協議予定

• 協業を過程とした場合
のシナリオを作成

Sagriの活動
（インプットの使途）

AIを活⽤した空き家
特定サービスを提供

する

トラジェクトリーの活動
（インプットの使途）

加賀市の3D地図上
で⾚外線カメラを搭
載したドローンの撮
影画像をSagriの
サービスに連携する

⽬視確認が必要ない空
き家については、⾃治体
のDB等に⾃動的に情報
が⼊⼒できる

【農作物⽣育状況調査】

アウトプット
（活動の結果）

今回の実証対象外だが
Sagriとの連携を継続した
場合に考え得るシナリオ 農作物⽣育状況調査

時間・⼈数を削減できる

インパクトマップ：Sagri活⽤シナリオ

（参考）スマートシティのソーシャルインパクト評価（例）



加賀市の『⽔道施設』のポテンシャル売電額を単純計算で34円/kWのFIT
価格で試算すると、

『2,914万円=103kW*8760時間(年)*34円*0.95』
FIT対象期間は20年の為、合計で約5.8億円超。

a.加賀市の⼩⽔⼒ポテンシャル箇所（⽔道施設のみ） b.発電試算とポテンシャル収益

加賀市で実施するビジネススキーム（案）

施設名称 有効落差 流量平均(㎥/h) 発電量
① ⼭中浄⽔場 約15〜17m 846 約13-15kW

② ⼭代配⽔池 約29m 625 約25kW

③ 七⽇市ポンプ場 約70m 610 約63kW

 ファンド組成にて
・売電収益を配当原資/追加原資に活⽤
・⼤規模温室栽培（カカオ⾖）によるバイオマス発電
に再投資することで年間300Kw程度の発電を⽬指す

ファンド
投資家

導⼊⼯事コスト

初期投資費⽤
機器・設備コスト

A) 収益
リース会社

売却 リース契約

リース料
リースバックを活⽤

売 電

B)売電収益

再投資対象案件

再投資投
資

SPC SPC

⺠間企業
⺠間企業

エネルギー

（平成30年度版 ⽇本の⽔資源の現況 国⼟交通省）
⽔資源には多くの未使⽤エネルギーが存在する

⾃治体は費⽤負担ゼ
ロで⽔⼒発電し、収益
を⾃治体とレベニュー
シェアする

先端的サービスの概要
エネルギーを核とした地域経済循環型サービス（e-サーキュレーションモデル）
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実施した公募⼿続きの内容

年⽉⽇ ⼿続き 具体的内容

2021年1⽉19⽇
〜1⽉25⽇

⼀次審査（書⾯） • 加賀市スーパーシティ事業者選定委員会による書⾯審査を実施し、⼆次審査に回議する事業者候補を選定した。
1次審査の委員 ︓ 加賀市アーキテクトの東博暢⽒、丹康雄⽒、平⼭雄太⽒、加賀市副市⻑

• 審査は公募開始時に加賀市HPに掲載した⼀次審査基準に基づき実施した。
1次審査の結果 ︓ 26代表事業者29提案 → 23代表事業者26提案

2021年1⽉27⽇
〜1⽉29⽇

⼆次審査（選定委員
会）

• 選定委員（⼀次（書⾯）審査委員に、住⺠代表の加賀市区⻑会連合会会⻑の辻和成⽒及び加賀市政策戦略部⻑を追
加）により、オンライン形式で実施した。
2次審査の委員 ︓ 加賀市アーキテクトの東博暢⽒、丹康雄⽒及び平⼭雄太⽒並びに辻和成⽒、加賀市副市⻑、加賀市

政策戦略部⻑
• 提案事業者からのプレゼンテーション（10分）並びに選定委員から提案者へのヒアリング（15分）を⾏い、公募開始時に加賀

市HPに掲載した⼆次審査基準に基づき審査を実施した。プレゼンテーションの順番は原則提案書提出順とした。
• プレゼンテーションで使⽤する資料は提出書類、もしくはその内容をパワーポイントと等で表現したもののみとし、新たな内容の資料

提⽰、持ち込みは認めないこととした。
2次審査の結果 ︓ 23代表事業者26提案 → 15代表事業者17提案

2021年2⽉5⽇ 選定結果の通知・公表 • 提案した代表事業者に電⼦メール・⽂書で選定結果を通知した。
• 選定結果の公表は協定書締結後に、順次、加賀市HPにて実施した。

2021年2⽉12⽇
〜

協定書締結 • スーパーシティ事業計画会議/アーキテクト会議の内容を踏まえ、選定事業者との協定書締結を実施した。
• 協定書締結について加賀市HPへの掲載及びプレス発表をもって、選定結果の公表に代えた。

2021年2⽉13⽇
〜14⽇

スーパーシティ事業計画
会議/アーキテクト会議

• 加賀市内で2⽇間にわたり、加賀市⻑、アーキテクト、選定した事業者、加賀市関係管理職等職員の4者でスーパーシティ事業
計画会議を開催し、所掌事務の設定（スーパーシティ加賀推進体制の設定）、スーパーシティで⾏う事業計画案の整理、費⽤
分担の⽅向性等についての協議を実施した。

• 事業者の提案内容から、⾏政サービス、都市整備、交通、農業、医療・健康、エネルギー分野に振り分けを⾏い、担当する市の
担当職員と分野ごとのリーダー事業者を定め、連携による提供サービスについて議論を進めることとした。

2021年2⽉15⽇
〜

• 以降、各分野における議論の進捗状況について確認するため、分野会議（原則週1回）とリーダー会議（3回）、全体会議
（1回）を開催するとともに、必要な各個別の打ち合わせや、随時、アーキテクト会議を⾏うことで、成熟度を⾼めた。

40
▲スーパーシティ事業計画会議 ▲アーキテクト会議 ▲リーダー会議

公募⼿続き



全国展開に向けて

41

加賀市は、いち早くDXを実現し、スーパーシティを推進すると共に、消滅可能性都市
896の市区町村を代表して、ニューノーマル時代の新たな地⽅創⽣モデルを実現する！！

 国⺠IDたるマイナンバーを活⽤した「e-加賀市⺠制度（加賀版 e-Residency）」は、
各地⽅⾃治体が注⼒する⼆拠点居住、移住をはじめとした「関係⼈⼝増」に係る施策
の先鞭となると思料。スーパー/スマートシティ推進の中で、加賀版 e-Residency
サービスを充実させ、各地⽅⾃治体の取り組みのヒントとしたい。

 「アジャイル型まちづくり」は、まずは2024年開業予定の新幹線駅前において、
MaaSとセットになった駅前再開発モデルから適応し、市域全体に広げていく考え⽅
である。現在、様々な⾃治体で駅前再開発（⼭梨県リニア駅前、奈良県新駅等）以外
にもオールドニュータウン、街区の再開発が控えており、汎⽤的に活⽤できる政策⼿
法であり、EBPMによるまちづくり、地⽅創⽣モデルを加賀から提⽰できると思料。

 サスティナビリティの観点で、スーパーシティ構想を通じたソーシャルインパクト評
価のアプローチを確⽴する。今回は、「エネルギーを核とした地域経済循環型サービ
ス（e-サーキュレーションモデル）」を軸にした「スーパーシティSPC（仮称）」を
組成予定であり、当該SPCは加賀市のみならず将来的には他地域にも対象拡⼤するモ
デルとして考えており、各地の⾃治体との連携も視野に⼊れている。



補⾜資料
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⾼齢者のデジタルデバイド解消に向けた取組

（R２総務省の地域実証事業の採択）
 市内⾼齢者がスマートシティ推進によるデータ駆動型社会の恩恵を

受けるためデジタルデバイス（特にスマホ）の使い⽅相談会を開催

回数 実施⽇ 対象者
（⾼齢者／障害者等）

定員
（参加者数）

内容 備考

第１回 11⽉27⽇ ⾼齢者 15 スマートフォン基本操作 スマートフォン未所有者を対象（機器貸出）

第２回 12⽉18⽇ ⾼齢者 19 スマートフォンの活⽤（LINE） スマートフォン所有者、未所有者を対象

第３回 1⽉22⽇ ⾼齢者 16 マイナンバーカードを活⽤した電⼦申請 スマートフォン所有者を対象

第４回 2⽉10⽇ ⾼齢者 16 スマートフォン基本操作 好評につき、追加開催

 合計4回のスマホ教室を開催
 「未経験者向け基本操作」から「マイナンバーカードを活⽤した電⼦申請」まで述べ66名の市⺠が受講

（R３スマホ教室開催事業（5,440千円 当初予算計上））
 市内⾼齢者がスマートシティ推進によるデータ駆動型社会の恩恵を受けるため、 市内キャリアショップ

と連携し、デジタルデバイス（特にスマホ）の使い⽅相談会を初級（機器の操作、基礎的なアプリ活
⽤ 等）と⾼度（個⼈認証基盤XIDのインストール、市の電⼦申請サービス、ネットでのマイナンバー
カード取得 等）に分けて開催予定

 ⾏政サービス利⽤に必要なマイナンバーカード対応スマホ購⼊時の費⽤の⼀部を補助（5千円）

43
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【新幹線駅前からはじまるアジャイル型まちづくり①】
本提案では、2024年に新幹線駅の開業を予定している観光客、「e-加賀市⺠」にとっての⽞関⼝である加賀温泉

駅周辺を中核とし、各地区をネットワーク化、市内の都市構造を再設計することを⽬指しており、本地区の都市計
画は⾮常に重要である。既に決定した都市再生整備計画（加賀温泉駅周辺地区）に沿って、「加賀温泉駅周辺地区
都市構造再編集中支援事業」を実施しているところであるが、コロナ禍による⼈々のライフスタイルの変容や
MaaSの推進（本市では、タクシーやバスに加え、旅館送迎バス等の産業⽤遊休資産⾞両も地域公共交通へ適⽤す
ることを予定している。）により、現⾏の都市計画に沿った新幹線駅前開発は、MaaSやスマートシティ社会を前
提としたものからは乖離してきている。

現在の交通事情に合わせた
タクシーや旅館送迎バス等の
業態ごとにゾーニングされた
駐⾞スペースが⼤半を占める

旅館送迎バス

K＆R駐⾞場

⾼速バス
路
線
バ
ス

タクシー

観光バス
旅館送迎バス

P＆R駐⾞場

現在の駅前広場整備計画
2024年

北陸新幹線加賀温泉駅が開業予定

現状の加賀温泉駅駅前

加賀温泉駅

①

②

③

① ②

③
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【新幹線駅前からはじまるアジャイル型まちづくり②】
まずは、現在、⼯事を開始している加賀温泉駅前広場にセンサー・カメラ等を設置し、駐⾞場の利⽤状況や広場

内の⼈流、近隣の医療センターや各種商業施設の利⽤状況などの各種データを取得し、デジタルツインを活⽤した
最適な整備計画を策定する。また、計画の決定にあたっては、インターネット投票による意向調査等を実施するも
のとし、市⺠と「e-加賀市⺠」の意⾒を反映させ、市⺠と「e-加賀市⺠」の交流の場である賑わいのある駅前空間
の柔軟な整備を⾏う。

その後、加賀温泉駅周辺に、市⺠や「e-加賀市⺠」の要請に応じた商業エリアを整備、駅の北側エリアには居住
エリアなど段階的にアジャイル⼿法を⽤いた未来型まちづくりを提案する。

センサー・カメラ等により、各種
データを取得し、
デジタルツインを活⽤したデータに
基づく賑わいのある駅前空間の
柔軟な整備を⾏う

旅館送迎バス

K＆R駐⾞場

⾼速バス
路
線
バ
ス

観光バス
旅館送迎バス

P＆R駐⾞場

タクシー

デジタルツイン

データに基づいた整備のイメージ

加賀温泉駅

規制緩和
・都市計画税は充当先が限定されている⽬的税であるため、都市OSに関する経費への充当を可能にする規制緩和。
・まちづくり補助制度はハード中⼼の制度なっているため、都市OSを補助対象とする規制緩和。
・補助事業等において⽣じた財産（駅前駐⾞場を想定）は、完成後（取得後）、⼀定期間を経過しないと処分することができない。状況に応じた都市整備を可能に
するため、財産処分の要件の緩和を⾏う。

e-加賀市⺠向けのサポート
窓⼝やコワーキングスペース
等の複合施設の設置

北陸先端科学技術⼤学院⼤学
との共同研究により実施

共同駐⾞場に変更

イベントスペースやフードトラッ
クの出店場所等として活⽤

⼈流シミュレーションを⽤いた
歩きやすさを考慮した歩⾏空
間の創出（庇等の設置）

計画決定にあたり、インター
ネット投票による市⺠と「e-加
賀市⺠」の意向調査を実施

補⾜資料
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本市は、ドローンの利活⽤による地域課題の解決のため、ドローンの⾶⾏に活⽤できる精度の⾼い３Dマップの整備を進め
ており、主要市街地エリアはすでに作成済みで、令和３年度中には市内全域をカバーする。

整備した３DマップをドローンAI管制プラットフォームに取り込むことにより、航空管制の知識をもっていない者でも安⼼安全な
⾶⾏ルートを⽣成し、ドローンを⾶⾏させることができるため、物資輸送や災害時の状況把握、獣害監視等、様々な分野へ
のドローンの活⽤を加速させることができる。

作成済みの3Dマップ 多発する熊の出没

令和2年度は175件の出没を確認（例年の5倍以上）
また、5名の負傷事故も発⽣

ドローンによる熊の監視

規制緩和
・ドローン⾶⾏の際は、ルート毎の許可申請ではなく、サービスの提供範囲での許可を取得可能にする。
・⼀定要件下（耕作放棄地等の上空の⾶⾏や周辺気象情報の管制システムでの共有等）において、技術証明及び機体認証の制限等を免除し、⾶⾏可能とする。
・ドローン運送事業の事業者要件として他の運送事業者同様、資⾦、要員、資格、場所などの事項の、無⼈航空機に即した⼀定の体制整備がされている事業者を
審査により可能とする。

本市では、近年出没が多発している熊の監視にドローンを活⽤しているが、⽬視により常時監視して⾶⾏させる必要があること
から、職員の負担が⼤きく、監視エリアも限られるため、⽬視外⾶⾏を可能とする規制緩和を望む。

⾼精度な3Dマップを活⽤することで、障害物を
回避するルート⽣成や⾼精度着陸が可能に

先端的サービスの概要
（先端的サービス②）市街地上空における複数機・⽬視外⾶⾏（レベル4運航）の実現を可能とする

ドローンAI管制プラットフォームサービス
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《旅館等が保有するマイクロバスなどの産業用遊休資産車両の活用促進》

MaaSコントローラー

旅館バス
産業⽤⾞両など

公⽤⾞
福祉事業⾞両

通勤送迎⾞両

公共交通機関［バス事業者・タクシー事業者等］

運⾏・移動情報の集約管理

⾞両空
き情報 使⽤依頼

⾞両・乗務員
の貸出し

運⾏責任（借受⾞両の
安全確認、乗務員指導）

使⽤許可・運⾏調整

運⾏情報

⼀
体
的
運
営
管
理
が
必
要

規制緩和
・ 有償での⾃家⽤⾞のレンタル化を⾏うため、レンタカー業の認可特例や⼀定条件下（ICT活⽤による運⾏管理や特定の講習等）での免許の要件緩和、⾞両の
登録変更の特例を設定し、温泉旅館等が保有するマイクロバスなどの遊休資産の活⽤を促す。

・ バス事業者、タクシー事業者、旅館事業者等のモビリティサービス事業者間における包括的な共同運⾏制度の導⼊に対する独占禁⽌法の適⽤除外

●利用者のメリット・・・ モビリティ総量の変化による移動手段の増加

●交通事業者のメリット・・・新たな車両購入や雇用を要しない

●旅館などのメリット・・・所有資源（車両や運転手）の空き時間活用

●地域のメリット・・・雇用の促進と地域全体のコストダウンによる経済活性化

産業用車両
軽貨物自動車

商業施設シャトルバス
貨物自動車

公共交通機関

電車

タク
シー

路線バス

MaaSコントローラ

市有車

旅館送迎バス

観光周遊バス乗り合いタクシー
福祉事業用車両

通勤送迎バス

先端的サービスの概要
（先端的サービス⑧）加賀市版MaaSアプリ及びMaaSコントローラサービス（交通版EBPM）①
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MaaSコンソーシアム
助言

課題



乗⾞予約
運⾏経路調整

⼀元的窓⼝
案内

リアルタイム情報
請求

公共交通のチケット
カード／承認

MaaSコントローラーの役割
・統合サービスのオペレーション
・新モビリティ導⼊調整・現地調整
・複数モビリティ事業者間の調整
・法令、条例の理解と調整
・サービス間、個別サービスのエラーおよびユーザとの⼀元的な接点でのリスクアセス

MaaSコントローラーの概念図

交通事業者（タクシー）の役割とメリット◎
・産業⽤⾞両及びそのドライバー活⽤によるバス路線外の運⾏と安全管理
◎業者間競合の解消：

最適な配⾞が可能で取りこぼしがない
◎新たな事業への参画：

産業⽤⾞両を活⽤した運⾏に参画することによる利益配分を受けられる

交通事業者（バス）の役割とメリット◎
・産業⽤⾞両及びそのドライバー活⽤による路線運⾏と安全管理
◎業者間競合の解消：

1路線1社ないし、複数の場合は時刻の調整等が容易
◎運転⼠不⾜の解消と増便コストの縮減：

リソース不⾜で路線強化できなかったところをコストを最⼩限に運⾏可能
利⽤者の利便性が向上し、収益も上がる

⼀般事業者（旅館等）の役割とメリット◎
・業務専⽤で利⽤しない時間帯に⾞両とドライバーを貸し出す
◎有効活⽤による営業外収益：

遊休の時間帯のリソースを有効活⽤し使⽤料を受け取ることができる

想定のサービス（例）
・統合運賃の導⼊（バス、タクシー⇒利⽤数に応じて⽉末精算）
・データに基づく⽉単位のダイヤ変更
・各事業者の⾞両やドライバーの把握及び事業者間の調整
・予約受付と配⾞指⽰
・旅館等産業⽤⾞両の空き時間の活⽤

市全体メリット◎
◎交通モードの多様化：

⾞両数やドライバーの総量は変わらない中、新たな交通サービスが使えるように
なる

◎⼀元管理による最適化：
最適化によってコストを抑えられる

先端的サービスの概要
（先端的サービス⑧）加賀市版MaaSアプリ及びMaaSコントローラサービス（交通版EBPM）②
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（参加団体（１０団体））
MaaS Tech Japan,⽇本総研,ヴァル研究所,JR⻄⽇本,⽇本旅⾏,フォルク,
富⼠通,MONET Technologies,東京海上⽇動⽕災保険,加賀市

（⽬的）
過度なマイカー依存型社会からの脱却と域内の経済活動の活性化を図るための

構想⽴案を担うことを⽬的とし設⽴

加賀MaaSコンソーシアム（Ｒ2.2設⽴）

（活動内容）
MaaS事業の企画、⽴案への協⼒、MaaSビジョンづくり助⾔
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（例）３D地図の活⽤
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インパクトマップ：トラジェクトリー3DMAP活⽤シナリオ

ｓ

インプット
（活動のための投⼊物）

トラジェクトリーの活動
（インプットの使途）

アウトプット
（活動の結果）

ｓ

アウトカム
（直接受益者に現れる変化＋間接受益者に現れる変化）

加賀市との連携
協定に基づく
補助⾦/委託
R1決算

1,335,400円
R2決算⾒込み
15,174,500円
R3予算要求
15,070,000円

 資⾦

 モノ・場所

 ⼈材

無償で提供されてい
るが、⾦銭価値とし
て表現できるモノ

無償で提供されてい
るが、⾦銭価値とし
て表現できるモノ

加賀市の3D地図を
作成する

作成した3D地図に
基づき、ドローンの

完全無⼈⾃⽴⾶⾏
を検証する（今年

度はなし）

加賀市の
3D地図データ

直接受益者︓加賀市

加賀市内の映像データ
（3D地図作成時の

副産物）
直接受益者︓加賀市

ゆくゆくは・・・
3D地図＋AI管制
プラットフォームを

提供する

ドローンの完全無⼈⾃⽴
⾶⾏の●●利⽤
直接受益者︓
ドローン保有者

もしくは
3D地図＋AI管制
プラットフォーム＋ド
ローン⾶⾏（含む映
像データ取得）を提
供する可能性もあり

ドローンが撮影した
映像データ

直接受益者︓JA・農
家・農業委員会

加賀市が災害時に
ドローンを24時間⾶ばし
て被災状況の映像デー

タを取得する

【災害等の緊急時のアウトプット・アウトカム】
 災害時に⾶ばせるドローンを加賀市が保有していることが前提

アウトプットによって
実施される活動

加賀市が3D地図を
ベースに避難所・救援所
マップを作成し、市⺠と
関係機関に共有する

被災状況の把握にかか
る時間が削減できる

救援・救護計画を迅速
に⽴てられる

市⺠に対して避難所・
救援所の案内を迅速に
⾏うことができる
間接受益者︓市⺠、
医療機関

避難所・救援所の情報
が⼀元化され、情報錯
綜が防⽌できる
間接受益者︓県、国、
医療機関

⾃衛隊・災害ボランティ
アの派遣場所の優先づ
けができる

⼆次災害を減らせる
間接受益者︓政府・⾃
治体・⾃衛隊・災害ボラ
ンティア

専⾨家による状態確認
場所の絞り込み・優先
付けができる

復興計画を迅速に⽴て
られる

通常時と⽐較して被災
度合いを的確に判断で
きる
間接受益者︓不動産
所有者、損保会社

災害保険⼿続きが迅
速に⾏われる
間接受益者︓不動産
所有者、損保会社

災害時の空き巣被害・
盗難や⼥性・⼦どもの

被害が防⽌できる
間接受益者︓市⺠

⽀援物資を迅速に必要
な場所に届けられる

間接受益者︓物資運
搬者、市⺠

【インフラ維持管理のアウトプット・アウトカム】

加賀市が3D地図デー
タ、もしくはインフラ（道
路、橋梁、消波ブロック、
河川敷など）の状態の
映像データを
⼟⽊管理事業者に提
供する

専⾨家が確認すべき場
所の特定・優先づけが
できる
直接受益者︓加賀市
間接受益者︓⼟⽊管
理事業者

状態確認調査にかかる
費⽤（委託費⽤等）

が削減できる
直接受益者︓加賀市

（経年データの蓄積に
よって）熟練度が低い
担当者でも状態判断が
できるようになる
直接受益者︓⼟⽊管
理事業者

加賀市内の事業者への
発注額を増やすことがで
きる
間接受益者︓加賀市
内の事業者

加賀市内の雇⽤維持に繋
がる
間接受益者︓加賀市⺠

【不動産のアウトプット・アウトカム】

アウトプットによって
実施される活動

加賀市が空き家の特定
と空き家の状態を把握
する

【要件等】
• シナリオはトラジェクトリー以外の利害関係

者と作成が必要

【農林業のアウトプット・アウトカム】

加賀市が熊・猪・猿など
の⽣態や活動状況の映
像データをJA・農業委員
会に提供する

熊・猪・猿などの活動範
囲、獣害状況を把握す
るための⼈員・時間を削
減できる
間接受益者︓JA・農
業委員会

獣害に対する有効な
打ち⼿を絞り込める
間接受益者︓JA・農
業委員会・猟友会・農
家

作物被害による経済損
失を軽減できる
間接受益者︓JA・農
農家

（アラートを適時に出す
など）⼈的被害を予防
できる
間接受益者︓市⺠

獣害に怯えない安⼼な
市⺠⽣活が確保される
間接受益者︓市⺠、
不動産業者

作物の⽣育状況を映
像で把握する

農地の状況を映像で把
握する

⽬視が必要な区画が絞
り込める

倒伏や疫病被害の状
況を正確に把握・記録
できる

農地整備計画を⽴てる
ために必要な調査コスト
等を削減できる
直接受益者︓JA・農
業委員会のみ

農作業の時間単位の
作業効率を上げられる
直接受益者︓農家の
み

他の作業等に使う時間
を増やせる
直接受益者︓農家の
み

農業保険や融資審査
の効率が向上する
間接受益者︓JA・信
⾦

【要確認】
• 農業⼈⼝の⾼齢化によって、農家の農地

の管理費⽤は増加する︖
• 農地の管理を第三者に委託する可能性の

有無

【要件等】
• Sagriのプラットフォームへの共有⽅法とその

効果
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インプット
（活動のための投⼊物）

Sagriの活動
（インプットの使途）

アウトプット
（活動の結果）

アウトカム
（直接受益者に現れる変化＋間接受益者に現れる変化）

加賀市との連携
協定に基づく

補助⾦

 資⾦

 モノ・場所

 ⼈材

無償で提供されてい
るが、⾦銭価値とし
て表現できるモノ

無償で提供されてい
るが、⾦銭価値とし
て表現できるモノ

耕作放棄地を
⾒える化するサービス
（ACTABA）を提

供する

ACTABAデータを農
業情報公開システム

に連携する

農地利⽤状況（耕作放
棄地）のビジュアルデータ
直接受益者︓農業委員会

農地別の作物と
各収量データ
（⾃動収集）

直接受益者︓農業委員会

農地別に作物
把握デジタル化する

農地別に追肥タイミング
や稲の倒伏リスクの情報
を農家に提供できる

各農地の収量が増
加する

間接受益者︓農家 農業委員会、農家等へのヒアリング
によるシナリオ強化要

 留意事項

⽬視確認が必要な農地
を絞り込める

⽬視確認が必要ない農
地については農業情報
公開システムに農地利
⽤状況を⾃動的に⼊⼒
できる  ただし初年度はACTABAから取得した情報

と昨年までの情報の突合作業が必要

農地パトロールの⼈数と
⽇数を削減できる

（タブレット利⽤により）
調査票からシステムへの
⼿⼊⼒の時間を削減で
きる

農業利⽤調査のための
残業時間・⼈数を削減
できる

農業者の紙媒体での申
請と、地域農業再⽣協
議会での申請内容確認
の作業を削減できる

地域農業再⽣協議会が
現地調査すべき農業
者・農地を絞り込む

集約可能/転⽤可能な
農地をビジュアルで把握
する

農地転⽤計画を⽴てる・
修正する時間数を削減
できる

農地を活⽤したい⺠間
事業者との協議がしやす
くなる
間接受益者︓不動産業
者︖

交付⾦・補助⾦の内、
⼈件費に充てている費

⽤が削減できる
他の事業推進に⼯数・
予算を使うことができる

空き家の特定
直接受益者︓加賀市

⽬視確認が必要な空き
家を絞り込める

空き家の現地確認に必
要な⼈数と⽇数を削減
できる

空き家状況調査のため
の業務時間・⼈数を削
減できる

【農地利⽤状況調査】

【空き家状況調査】今回の実証対象外
• トラジェクトリーとSagri

の協業については今後
協議予定

• 協業を過程とした場合
のシナリオを作成

Sagriの活動
（インプットの使途）

AIを活⽤した空き家
特定サービスを提供

する

トラジェクトリーの活動
（インプットの使途）

加賀市の3D地図上
で⾚外線カメラを搭
載したドローンの撮
影画像をSagriの
サービスに連携する

⽬視確認が必要ない空
き家については、⾃治体
のDB等に⾃動的に情報
が⼊⼒できる

【農作物⽣育状況調査】

アウトプット
（活動の結果）

今回の実証対象外だが
Sagriとの連携を継続した
場合に考え得るシナリオ 農作物⽣育状況調査

時間・⼈数を削減できる

インパクトマップ：Sagri活⽤シナリオ
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⾏政⼿続きの電⼦申請サービス化（R3.3時点） ①
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⾏政⼿続きの電⼦申請サービス化（R3.3時点） ②
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今後もサービス拡⼤を図ります！

現在(R3.5)は “139⼿続き”




